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　90年代に入ってから多くの日本企業は、分散自律型の組織を目指して組織変革を行っている。
　現実的には、バブル経済崩壊後の本社間接部門のスリム化から始まったこの組織改革は、従来の”
指揮命令型”の組織形態を解体する組織改革の連鎖を呼び起こしている。
　そこで本稿では、この一連の組織変革を新たな「組織進化」ととらえ、実証研究を踏まえながら、
体系的に理解しようとするものである。
　まず現実に経営組織形態がどのように進化し、その動因が何なのかを、観察事実から仮説設定する。
　次にその進化プロセスが自己組織過程を経ていることを論証する。
　そしてその向かう先に待っている、近未来における組織態様と効果的マネジメントを示唆する。
    A number of Japanese corporations have been changing their organizations toword the decetralized or multi-
company structure formed by the independent and self-control organizational units.
    This transition started from development of the lean corporate center in the traditional "command and control"
organizations just after burst of bubble economy.
    This article represents the systematic understanding of this organizational evolution based upon the study of
the facts in the Japanese real business world and  its conceptualization utilizing the self-organization theory.
    First, the hypothetical evolutional process is assumed from observation of the facts.
    Second, this evolutional process is theoretically analysed from the aspect of self-organizing system.
    Third, the evolutional direction is suggested as a "catalyzing organization".
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はじめに－問題提起と方法論
　バブル経済崩壊後90年代に入って、次代に向
けた日本企業の組織変革に拍車がかかっている。
　しかし各企業とも──特に先行企業は──暗
中模索で､学習による揺り戻しを行いながら､組
織改革を遂行しているのが実態である｡
　そこで本稿では､この組織進化に論理的考察を
加え､体系的に進化プロセスを理解することを目
的とする｡
　だだし本研究に当たっては､“常套的”方法論
が必ずしも有効とは思われない｡
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　現代の組織進化は１種のイノベーションであ
る。イノベーションの研究が有意義であるのは､
それが終了した時点で過去をふり返って考察を
加えるよりも､それが進行中に本質を洞察し､後
続する企業に指針を与えることである｡
　従って､有意義なサンプル企業に対してアン
ケート調査を行い､その結果を分析するという方
法には次のような難点がある｡
　１）それは｢過去｣の研究方法であって､未来へ
の指針を研究する方法論ではない｡
　２）現在進行中のイノベーションの研究対象
は極めて少数であるので、それらへ研究努
力を傾注した方が効率的効果的である｡
　３）よしんば有意義なサンプル数の調査･分析
の結果､イノベーション企業と従来企業の間
に現象的な差異が発見されても､それは隔靴
掻痒であって、何故、どのように、イノベー
ションを行っているかの深層究明は困難と
考えられる｡
　そこで本稿では､米国経営大学院で多く採用さ
れ､80年代においてフォードを始めとする多く
の米国企業の甦りに効果のあった､ベストプラク
ティス／ベンチマーキングの方法論を採用した｡1)
従って本稿での方法論は次のようなものである｡
　（1）企業に関する報道記事を含む資料を収集
し､組織革新で先行していると思われる企業
を抽出した｡
　（2）資料分析の上､ベストプラクティス研究対
象企業として 11社 2) に絞った｡
　（3）それら対象企業に対し､インタビュー､コ
ンサルティングを行った｡インタビューは真
相に触れるまで､１企業に対して数回行われ
ることもあった｡
　（4）研究対象企業固有の特殊事情を排し､普遍
的事象を抽出し仮説設定した｡
　（5）その仮説を自己組織論により論理化した。
　　従って本稿の例証として挙げた〈実例〉は
論拠となる都合のよい例を“つまみ食い”した
のではなく､簡潔で分かり易い“代表選手”を取
り上げたに過ぎない｡
Ⅰ．観察事実に基づく組織進化の仮説
　本章においては、「ベストプラクティス」とし
て抽出した企業の組織進化の実態の中に、近年
の環境変化に適応する一連の進化プロセスが存
在するという仮定に基づき、組織進化形態、進
化動因について５つの仮説を設定し、それを裏
づける観察事実を呈示する。
　近年の組織進化については、既にドラッカー
が1988年発表の論文の中で、「情報ベース型組織
（information-based organization）」あるいは「知識
専門家型組織（organiza t ion  of  knowledge
specialist）」として予言的に論述しているが３）、
本章ではそれを参考としつつも、より実証的に
精査して考察する。
１．進化形態の仮説
仮説１：従来の「指揮命令型」組織を解体し、
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まず「分散自立化」を目指す（第１段
階の進化）
　先行する企業は現在第２、第３の進化段階に
入っているが､それらの企業は第 1段階を通過
し､また後続の多くの企業は､まず第 1段階の進
化を志向している｡
　第１段階の進化組織とは、「分散自立型」とも
呼べる組織形態である。
　分散自立型組織とは､事業運用の｢責任と権限｣
がいわゆる｢本社｣の手を離れて､現場の事業執行
部門（“現業部門”）に委譲された形態である｡ 典
型的な例として｢カンパニー制｣が注目されてい
るが､｢事業部｣という名称を使っていても､実質
的にカンパニーと同等の現業部門組織もある。
　分散自立の共通的な｢責任と権限の委譲｣は､次
のような事項を含んでいる｡
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　（1）利益責任：損益計算上の利益率だけでは
なく､貸借対照表上の利益率である自己資本
利益率（ＲＯＥ）や総資本利益率（ＲＯＡ）
まで、範疇を拡大することが特徴である｡そ
のための必要事項として､
　　●  資産･資本金の現業部門別設定
　　●  開発･製造･販売という全機能を各部門が
包含
　　●  利益評価による部門（長）評価が行われる｡
　（2）経営資源運用権限：利益責任を負う代わ
りに、人事権、投資決済権、経費管理権等
の経営資源運用権限を大幅に現業部門に委
譲する｡4)　
　第１の進化段階にはいる前の組織とは､例え事
業部制や事業本部制という名称を使った形態を
とっていたとしても､多くの意思決定の権限が､
いわゆる｢本社｣に集中している｡従って名称では
なくその内容に注目することが重要である｡（統
計的には不明だが､まだ多くの企業がその段階に
いる｡）すなわち本社とは､取締役会､常務会､経
営会議､及び経営企画等の戦略立案･決定機能と､
人事､経理､財務､資材調達、情報システム等の経
営資源調達・管理機能を含むが､これらの機能が
集中していた訳である｡
　第１段階の進化のきっかけとなったのは､バブ
ル経済崩壊後の人員削減として､間接部門として
の本社管理部門の人員の削減が対象となったた
めである｡続いて環境変化のスピードが認識さ
れ､意思決定権限を現場近くに移管して意思決定
の迅速化が意図された｡  さらには指揮命令型体
制によって萎えた企業家精神、挑戦的風土を取
り戻すことも狙いとしている。
　以上、分散自立型への組織形態進化を「独立
性」への進化と呼ぶことにする。
〈実例１〉 ソニーは 1994年４月１日､それまで
の事業本部制を発展解消するかたちで｢カンパ
ニー制｣を導入した｡直接のきっかけは事業部
の枠を越えた機動的な商品開発が可能となる
ように､組織単位を大くくりすることであった
が､その真意は､ベンチャー精神の衰退やフロ
ンティア精神を取り戻すために､５億円の本部
長の決裁権を10億円に引き上げたりする権限
委譲や開発･製造･販売の一体化､さらには資産
に応じた資本金の割り振りを行ってＲＯＥや
ＲＯＩを重視する独立採算性の確立を狙った
ものである｡
　　この改革により､それまでの50の事業部､19
の事業部は８つのカンパニーにまとめられた
と同時に､それらの独立性､自立性が高められ
た｡5)
〈実例２〉セコムは組織が肥大化するにつれ､そ
れまでの活気ある風土が消失していくのに対
して､企業の中にいくつもの｢みなし企業｣をつ
くることによってそれを取り戻そうと､91年
12月､組織分散･自立化の改革を行った｡セコ
ムグループの各社は 5つの事業グループ（セ
キュリティ事業､関連事業､情報系事業､メディ
カル事業､海外事業）に分けられ､それぞれの
事業を統轄する責任者が明確にされた｡さらに
各地の統括本部（19本部）を｢みなし企業｣化
し､プロフィットセンターとして利益責任を負
わすことにした｡6)
仮説２：分散自立化によって現出する弊害を克
服するために、組織的な横の連繋を作
る（第２段階の進化）
　先行企業において｢分散自立化｣が進行し､その
効果が顕在化すると同時に弊害も顕在化した｡
　各社共通的に認められる分散自立の効果と弊
害は､次のような事実である｡
　（1）　効果
　　●  自立心の自生──組織単位から個人へ
　　●  独自性の発揮
　　●  競争心の自生
　　●  フロンティア精神の復活
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　　●  利益志向
　　●  資産管理への注力──フローだけでなく
ストックにも関心
　（2）　弊害
　　●  他部門への無関心･非協力、他部門とのコ
ミュニケーションの減少
　　●  顧客の奪い合い
　　●  短期的思考
　第２段階の組織進化は､これらのうち（2）の
弊害の克服を主たる目的として、組織的連繋を
はかることである｡
　組織的連繋とは､これまでの分散自立型である
縦割組織に対する“横断組織”、あるいは“横串
組織”という｢恒常的｣横割組織を設定すること
で､それは従来的には機能別組織に対する製品別
組織､製品別組織に対する地域別組織といった､
いわゆる“マトリックス組織”と言われるもの
に近い｡
　しかしここで留意すべきことは、かってのマ
トリックス組織とは異なり、あくまでも多くの
権限はグローバルに、カンパニーや事業部とい
う”縦割組織”にあり、”横割組織”は、地域単
位営業組織のように、各縦割組織の活動の足並
みを揃えるための情報共有や、各縦割組織にお
ける管理機能などの共通機能の共有にあること
である。従って各縦割組織の自立性は維持され
� �
るが、厳密には「自立」は「自律」に変貌する。
　なお本稿では花田にならって、「自立」と「自
律」を区別する。すなわち自立とは文字通り自
ら立ち、自己責任を持つことである。そこには
全体の中での自己を見るという広い視野は存在
しない。それに対して自律とは、自立しながら
も組織全体の中で自己を律し、他者との関係性
を考えた上で自己を修正、調整することを意味
する。7)  従ってこの第２進化は、「自立」から「自
律」への進化でもある。
　以上､横の組織的連繋への組織形態の進化を、
「関係性（1）」への進化と呼ぶ。
〈実例１〉ソニーは96年４月１日､カンパニー制
による組織的分散自立が所期の目的を達成し､
弊害が現れ出したとして､第２次の組織改革を
行った｡第１次改革の成果には､本社のスリム
化（２／３に人員縮小）、経営会議の案件減少
（20％減少）、カンパニー内部の権限委譲進展､
意思決定のスピードアップ､独立心･企業家精
神･競争心の高揚等が含まれる｡同時に弊害と
して､縦割り組織の壁が厚くなって､新規分野
開発力が弱体化し､市場開拓力も弱体化したこ
とを認識｡それをうけて第２次組織改革では､
　●  機能別チーフ・オフィサーの設置
　●  研究開発の集中強化
　●  ＭＤ、ＤＶＤビジネスセンターという
｢バーチャル･カンパニー｣の設置
　●  営業･マーケティングの統括（国内）
　●  海外のリージョナル・オペレーション・セ
ンター（ＲＯＣ）の強化
を行った。これらはカンパニー間の連繋強化
を狙ったものである。またこれらソニーの横
断的仕組み仕掛けの主眼が､情報共有･情報創
造にあり､従来のマトリックス組織とは異なる
ことに留意する必要がある。8)
〈実例２〉セコムは95年10月､それまでの｢分散
自立型｣組織に組織の壁ができたとして､それ
を排除し融合化を促進するために､事業グルー
プ制を廃止して116のグループ企業と22の｢み
なし企業｣を本社に直結させ、地域横断組織を
強化した｡9)
〈実例３〉 早くも80年に｢独法制｣（独立法人制）
を導入して分散自立化を促進させた前川製作
所では､独法と呼ばれる国内外 110の 10～ 20
人の小さな組織単位が､開発から営業までの完
結的機能を持った独立体を形成しているが､そ
れらの連繋のために､｢ブロック｣と呼ぶ横断的
仕組みを作った。｢ブロック｣とは､独法が何社
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かずつ集まってある地域毎に､ないしはある産
業市場毎に形成する情報共有･生成の“会議
場”である。従って本社と独法の間にある中
間管理組織ではない｡（図１）10)
図１　前川製作所の「ブロック」
仮説３：知的創造のために個人が縦横無尽に連
携する（第３段階の進化）
　さらに観察される組織の壁を越えた｢個人間の
連繋｣は､現在最も進化した組織として認識され
るものである｡この連繋はプロジェクト･チーム
と異なって､社命によって形成されるのではな
く､自発的に形成される｡すなわち､自在に目的達
成に必要な人材が、自部門他部門を問わず全社
から集まるのである｡チームの存続は暫定的であ
り､目的が達成されるか存続の必要性がなくなっ
たときに､チームは解散する｡
　子細に観察すると、この自発的なチーム形成
プロセスには、チーム形成員の招集者、チーム
活動の推進者の役割を果たす者が、インフォー
マルに存在する。
　欧米組織や日本の大企業では､これがしばしば
フォーマルになされる。すなわち社命を受けた
リーダーが､組織の壁を越えて全社から的確な人
材を集めるのである｡
　こうした全社から人材を集めて暫定的なチー
ムを作り､何かを創造することを従来のプロジェ
クトやプロジェクト･チーム・リーダーと区別し
て､｢プロデュース（制作）｣､｢プロデューサ （ー制
作者）｣と呼ばれることがある｡これらの用語は映
画界から来た用語で､ＴＶの番組作成やイベント
でも使用されるが､プロジェクト・チームと比べ
てより創造的で､プロの人達が０から何かを作り
出すというニュアンスを持っている｡
　事実こうした進化組織は、多くは、新商品開
発などの知的創造を目的としている。
　以上、個人の縦横無尽の連繋への進化を、「関
係性（2）」への進化と呼ぶ。
〈実例１〉富士写真フイルムの｢写ルンです」開
発チーム員の言：｢感材部長が“やろう”と言っ
てきた｡当時､商品企画にいた私もやりたかっ
た｡各部を回って必要な人を集めた。メカ（機
械）の人､工場の人､デザインの人､マーケティ
ングの人など７～８人が集まった。自由闊達
な議論ができるいいチームだった。宿題を抱
え､資料を作ってまた議論をするということが
続いた｡皆部門代表意識を捨てた｡人の領域に
のめり込んでも､“オレの領域に文句言うな”
という人はいなかった｡従来のカメラと区別す
るためにまずＬＦ（レンズ付フィルム）とい
う概念にした｡10)
〈実例２〉93年春､前川製作所は九州全域で飛び
込み営業を展開していた｡独法の１つ､前川九
州総研の社員がパンメーカーのフランソワを
訪れた｡フランソワは冷凍庫の説明には興味が
ありそうに見えなかったが､生産ラインの組み
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方に話を広げてみると､｢お宅はパン工場の生
産システムに詳しいのか｣と逆に聞き返してき
た｡｢これは大きな仕事になるかもしれない｣と
カンを働かせたその社員は､｢東京の事務所に
詳しい人間がいる｡一度呼ぶから是非会ってく
れ｣と頼み込んだ｡後日､前川九州総研の社員と
共に訪れたのは､製パン工場の自動化システム
で実績を積んでいたマエカワ･フード･プロセ
ス･エンジニアリングの河野郁徳社長であっ
た｡河野社長は､話を進めるうちに相手の悩み
が徐々に見えてきた｡｢どこまで製造工程を自
動化できるのかを知りたがっている｡｣河野社
長は､製造ラインの効率的な配置や自動化のア
イデアを具体的に提案したが､一通りの話が終
わる頃には｢是非、お宅にお任せしたい｣と切
り出された｡すでにその時､河野氏は頭の中で､
この仕事を進めるメンバーの人選を始めてい
た。｢パンに詳しい前川製作所主食エンジニア
リングから一人､茨城県の守谷工場から制御装
置担当を一人呼ぼう。運送システムに詳しい
Ａ君も加えよう。確か彼はいま鹿児島の独法
にいるはずだ……」。こうして勝手に選んで声
をかけ､あっという間にチームが誕生した｡12)
〈実例３〉 ＡＢＢ社は事業部門と地域会社のマ
トリックス組織を導入してから10年たった96
年、顧客をがっちりつかむという意味で｢キャ
プチャーチーム｣制を導入した｡これはマト
リックス上で網の目のように分かれている全
世界の組織から社員が集まり､協力体制を組む
臨機応変に生まれては解消される組織である｡
チームのメンバーを決めるのはプロジェクト
を取り仕切る事業部門の責任者で､チームの
リーダーは､メンバーを日常業務から切り離し
て､自由に集めることができる。13)
〈実例４〉 ソニーに大型ヒット商品が生まれる
秘訣を聞かれた出井伸行社長の言：｢やっぱり
プロデューサー技術が優れているんじゃない
ですか｡ハードを1個つくるよりも､それを1つ
のイベントのようにプロデュースすることが
大切なんです｡そのために社内でもビジネス･
プロデューサーを随分養成しているんです。
プロデューサーを中心にしてビジネス・モデ
ルのシナリオやコンセプトをはっきりさせ､成
功するために必要な人材を集める｡社長自らプ
ロデューサーたれというのが､この会社の伝統
なんですよ｡」14)
仮説４：並行して経営トップ機構も進化する
　さて､現代の日本企業においては､以上述べた
第１､第２、第３の組織形態進化である分散自
立・自律化に並行して､取締役会､常務会､経営会
議等の経営トップ機構の改革も進行している｡
　これは前述した現代の組織進化の口火である
本社機構改革の延長線上にとらえることができ
ると同時に､組織形態進化の要求する反作用とし
てもとらえることができる。
　現代の経営トップ構造進化は､この2つの進化
経路の交叉によって､口火が切られている｡
　前者の進化経路は､いわゆる小さな本社を目指
すというダウンサイジングの志向である｡本社機
能とは従来､資源調達・管理･調整･戦略機能で
あった｡そして本社のダウンサイジングは､まず
管理機能に向けられ､それが調整･戦略機能に及
び出しているのである｡このうち調整機能は第2、
第３段階の組織進化である､組織単位間の連繋･
個人間の連繋によって代替されつつある。残る
のは資源調達・配分（戦略）機能のダウンサイ
ジングである｡これは取りも直さず､経営トップ
機構の改革を意味する｡
　従来の日本企業は､取締役の大量生産によって
経営トップ機構が､取締会､常務会､経営会議（通
常は専務取締役以上がメンバー）と多層化､複雑
化した。これをダウンサイジングによってシン
プル化し､かつ機能強化を計ろうというものであ
る｡
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　これに対する施策は､本稿執筆時点において､
取締役の多くを｢執行役員｣とし､商法上の取締役
を少数に限定して､取締役を事実上の最高意思決
定機関としようというものである。
　一方後者の､組織分散自律化の要請する“求心
力”という反作用の実態とは何であろうか｡勿論
これは責任･権限､さらに言えば権力の集中を意
味するものではない｡こうしたものの分散こそが
組織進化の大きな流れであるからだ｡
　そうではなくて、“求心力”の強化とは、
　●  部分的には正しい決定が全体的には正しく
ない決定になることや､限られた経営資源の
奪い合い競争を予防する
　●  全社的な目標に向かって協調する
　●  以上の推進機構として、トップ層が機能的
横串的管轄者となる
ことを目的になされるのである｡
　これはすなわち､全社共通ビジョン（理念､価
値観､ドメイン等）と全社的経営戦略の立案･遂
行･監視の強化を意味する｡これは権威主義的な
全社コントロールではなく､全員が考えて行動す
る組織の足並みを揃え､１つの戦略的方向へ前進
させる機能で､権力による管理をハードウエアと
すれば､これはソフトウエアである。
　この｢経営トップ機構の進化｣は､このように本
社のダウンサイジング（前者）と組織的分散化
の反作用としての求心力強化（後者）の交叉の
上に進化するが､これは量（人数）的には二律背
反である。従ってここに経営トップの質的向上
が要請される｡
　そこで認識されるべきは､近年の役員の経営
トップとしての質の低下である｡
　現在の役員の公式は､取締役=部門長､常務取
締役=総括部門長（本部長）であって､いずれも
部門利益代表者であり､全社的リーダーとなりう
るのは専務取締役以上であるのが日本企業の実
態である｡従って国際的にも日本企業役員は､例
えば常務取締役は欧米企業のマネージング･ディ
レクターに相当しないというソゴを生じる｡15)  こ
のことは大多数の企業において､取締役会=取締
役以上、常務会=常務取締役以上､経営会議=専
務取締役以上と経営トップ機構のメンバーを規
定し､全社的案件が実質上経営会議において方向
づけされている事実を見ても､実証されることで
ある｡すなわち取締役の多くは執行機能を遂行し
ているのであり、全社戦略機能をもつ取締役は
きわめて少数なのである。
　すなわち､経営トップのダウンサイジングと質
的強化は､二律背反とはならないのである｡
〈実例〉 ソニーはカンパニー制導入による組織
の分散自律化に当たって､全社戦略機能を強化
するために専務取締役以上９人から成るエグ
ゼクティブボードを設立した｡この中にはカン
パニー･プレジデントは含まれていない｡さら
に３年後には､取締役会を最高の戦略的意思決
定機関とするために､副社長以上のみを法的取
締役とし､他は｢執行役員｣とした｡取締役会は
3名の社外取締役を加え､10名から成る。ここ
にもカンパニー･プレジデントは含まれていな
い｡16)
　さらにこの経営トップ機構の進化の質的論点
として､「経営者の育成｣というテーマが浮上して
いる｡この経営者の育成というテーマは従来の企
業においても少数ながら試みられたはきたが、
調査の結果からは必ずしも成功例が発見できな
い｡すなわち日本企業にとっては今後に残された
課題である｡
　一般的傾向として､経営者育成を第１段階の分
散自立化に期待している企業はある｡すなわち分
散自立型組織のリーダーは実地の中でその経営
者感覚を醸成できるという期待である。しかし
一方において、分散自立型組織単位からは全社
的リーダーは育たないという声もあり、かえっ
て組織単位部門は“専門バカ”になってしまう
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という事実もある。その解決策として部門長の
ローテションを行い、どんな事業でも経営でき
る素養を育成しようとしている企業もあるが､際
立った成果は出ていない。
　以上の組織形態の進化を図示すれば、図２の
ようになる。
図２　仮定的組織進化
２．進化動因の仮説
仮説５：組織進化は学習によって進行する
　近年の日本企業における以上のような組織進
化には､節目となる改革時点では､政策的な方向
性や枠組みが打ち出されるが、多くの｢学習｣と
それに基づく修正･構造が予定されているのが特
徴である｡
　第１段階の組織進化においては､
　●  現業部門への資産･資本金配分をいくらにす
るか
　●  利益評価による部門（長）評価を行う場合､
その具体的指標､評価基準をどのように設定
するか
　●  人事権､投資決済権､経費管理権等の、現業
部門と本社の分担をどうするか､“線引き”
をどうするか
といった問題には｢初期値｣は設定されるがそれ
には固執せず､遂行結果を観察･評価して､“ゆり
戻し”を行っている。
　第２段階における組織進化においても､究極に
おける個人間の連繋が実行されるまで､多くの
“ゆり戻し”が行われる｡極端な場合には､現業部
門（事業部門）強化と横断組織強化の間を振り
子のようにゆらす企業もある｡
　こうした学習と“ゆり戻し”は、最近始まっ
た経営トップ機構の改革でも予定されている｡
　更につきつめれば､節目節目で打ち出される組
織改革の方向性でさえも､それまでの学習の結果
を反映させたものである｡
　すなわち組織進化は組織学習によって進行し
ている｡
　学習は組織内部の観察による反省（学習）と
創造によって行われるだけではない。環境に対
する組織の適応度も学習の重要な対象である。
あるいは他社組織との優劣度も学習対象となる｡
　日本における組織進化の究極の目的は､組織の
環境適応と生存であるから、こうした観察と学
習、そしてそれに基づく修正･創造は必要条件で
ある。
〈実例１〉 カンパニー制を導入した三菱化学常
務の言：｢化成と油化の合併を機に、思い切っ
て組織の分散自立化に踏み切りました。ただ
ソニーという見本はあるものの、業界や社風
も違うので、本社とカンパニー間の権限の線
引きなどウチはウチなりの落としどころがあ
ると思う。これは試行錯誤して捜して行くし
かない。数年経れば落ち着くところへ収斂し
て行くでしょう。」17)
〈実例２〉ソニー執行常務の言：「組織はあちら
を立てなければこちらが立たぬものです｡政策
的に方向性や枠組みは打ち出せるが､やってみ
ていろいろゆり戻しを行うことが大事です｡組
指揮命令型�
解体�
作用　　　反作用�
独立性� トップ機構の強化�
本社機構の縮小�
関係性（１）�
関係性（２）�
（縦割組織への権限委譲）�
（組織的連繁性の強化）�
（個人的連繁性の強化）�
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織はそうした柔軟性がないといけない｡｣18)
Ⅱ．自己組織論による組織進化の解釈
　前章で､従来の「指揮命令型」組織を解体し、
組織単位にしろ個人にしろ､｢個｣が「独立的」に
なることが近年の組織進化の出発点となり、そ
の後「関係性」構築に向けて進化することを、観
察事実に基づく仮説として述べた｡
　そこで本章では､個の独立から始まる組織進化
を､自己組織系の観点から考察する｡
１．自己組織化と触媒作用
　まず、日本における代表的な、組織に対する
自己組織論を検討する。
　今井･金子はネットワークの各構成員の行動に
それぞれ揺れ（ゆらぎ）があって､いくつかの揺
れの相互作用が連鎖反応を起こし､それが新しい
関係を生むという具合に自己組織が進むとし､19)
自己組織化の源泉を｢揺れによる相互作用｣に置
く｡
　一方今田は､自己組織を｢システムが環境との
相互作用を営みつつ､自らの手で自らの構造をつ
くり変えていく性質｣と定義し､｢自己が自己のメ
カニズムを作り変える｣重要性を強調する｡
　そして自己組織的になるためには内発的な変
化の要因が必要であり､かつゆらぎを秩序に変換
する仕組み､すなわち｢ゆらぎを強化する自己触
媒メカニズム（自己言及）が必要｣と説く｡20）
　そこで｢ゆらぎ｣の概念導入による自己組織化
を考察し、自己組織論に科学的根拠を与えて｢散
逸構造論｣を打ち立てたプリゴジン（1997年ノー
ベル化学賞受賞）の説に戻って､この点を詰めて
みる｡
　プリゴジンによれば､物質（特に生命体におけ
る）において自己組織化過程が出現する基本条
件は､物質における自発的な活性（ゆらぎ）を前
提とした触媒作用の存在であると説く｡
　この点については今田がプリゴジンにより忠
実であるが､プリゴジンは特に生体系において
は、｢自己触媒作用（Ｘの存在がＸの合成を促進
すること）」の他に｢相互触媒作用（２つの異な
る反応経路に属する２つの生成物が､お互いの合
成を促進し合うこと）」も同調的作動を保証して
いると言う。21)
　いずれにしても､この｢触媒作用｣を重視して経
済分野の自己組織化を論じたのは塩沢である｡22)
　塩沢は商人の役割を導入して､アダム・スミス
の｢見えざる手｣を｢見える手｣として論理を展開
する｡すなわち､アダム・スミスは見えざる手が
働くなら何故かよく分からないが､一般均衡が成
立するであろう｡そして現実がおおむねうまく
いっているからには､見えざる手が働いているに
違いないと人々が考える悪い前例を作ってし
まったと指摘する｡
　しかし取引のルーチン化と熟練の発生が､取引
を専門職とする人々の出現を可能とし､かつ必然
とさせる｡これが商人である｡商人が市場の組織
者であるのは､かれらが市場に関する知識と熟練
の保有者であり､彼等の毎日が市場を実際に機能
するものにしているからである｡
　一つひとつの商品･取引者についてみれば､そ
れらは常に変化して（ゆらいで）いる。そのよ
うな変動（ゆらぎ）に対し､商人はただちに出動
する｡
　商人たちは､市場を因習的で自己予言的秩序か
ら､発見し成長する自己組織的秩序に変えてし
まった。｢見えざる手｣はだから神のような超越
者として存在するのではなく､市場の見える手で
ある商人たちの共同の働きなのである｡
　塩沢はざっとこのような論理を展開している
のであるが､見えざる手が自己組織化論のはしり
であるという一部の主張に対して警告を与える
と同時に､商人という｢触媒｣を介在させて､現代
的な解釈を加えたのである｡
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　以上は筆者による組織の自己組織化を論ずる
ための導入部分である｡すなわち組織の自己組織
化による進化を論じる際には､それを促進する
｢触媒｣の存在を無視して､単なる｢ゆらぎ｣と｢相
互作用｣だけでは論じられないということであ
る。
２．自己組織系としての経営組織
　近年の組織進化すなわち､事業部制やカンパ
ニー制から始まって､組織の壁を超えた暫定的で
自在に動くチームに至る組織進化を自己組織化
過程として論じるには、「触媒作用｣に注目する
ことが重要である。
　すなわち、「独立性」から始まる組織進化は、
次のような触媒作用を通した自己組織化の過程
である。
　（1）｢独立性｣から｢関係性（1）（横割組織の設
定）」への進化：各独立組織体（事業部やカ
ンパニー）やその中の個人は､縦割組織の弊
害を懸念してゆらぎ､トップを触媒として横
割組織を作り､マトリックスという新秩序を
生み出す｡
　（2）｢関係性（1）｣から｢関係性（2）（プロデュー
ス型組織）」への進化：横割組織を更に超越
して､個人を暫定的に集め､創造的目的を達
すると解散する。このときの触媒は｢プロ
デューサー｣である。なおプロデューサー
が、従来の中間管理職とは一線を画してい
ることに注意する必要がある。彼等は部課
員を管理したり、一つの目標に向けて叱咤
激励するのではない。プロデュース・チー
ム員の発信と相互作用を活発化し、スパー
クを起こさせるのが彼等の役割である。
　　　さらに現実的には極少だが（近いものを
あげれば､第Ⅰ章仮説３〈実例１〉の富士
フィルム｢写ルンです｣開発チームや､〈実２〉
の前川チーム）、次のステップの進化が更に
想定される｡その組織を「関係性（2）」と分
離して｢関係性（3）（キャタライジング＝
catalyzing組織と呼ぶことにする）」とすれ
ば、
　（3）｢関係性（2）」から｢関係性（3）」への進化：
“自然発生的”に何人かの個人が創造的活動
のために集まる。たまたま機会をとらえた
り､何かを思いついた人が招集者になって､
触媒人が連鎖的に増えていく。従って触媒
作用はあるが､特定の１人の触媒人を認知す
るのが難しい。この組織は創造的目的を達
すると解散する。関係性（3）の状態は、関
係性（2）よりも内発力・触媒力が強力であ
ると考えられる。すなわち組織が活性化さ
れていれば、「関係性（3）」に進化する。
　さてこれらの｢触媒作用｣に着目した自己組織
化の考察に加え､この自己組織化が起こる他の条
件についても検討しておかなければならない｡そ
の一つは｢ゆらぎ｣である｡
　組織にゆらぎが発生する前提は､個の活性であ
る｡ この活性は従来組織を解体して､分散自立型
にすることにより励起されることを観察した。
そして活性化した個はさまざまな学習をする。
まさにセンゲが言うように、｢分権化組織｣はラ
－ニング・オーガニゼーションである｡23)
　この個の学習によってゆらぎが生じる。現実
の組織で観察した｢ゆり戻し｣は個のゆらぎの連
鎖･共鳴である。組織体は個の学習に基づく｢ゆ
り戻し｣によって新秩序を創造し進化しているの
である｡
　ところが､清水（博）は、（新秩序の）創造には
｢脱学習｣（unlearning）が必要であると説く｡24)す
なわち通常学習というのは知識の学習であり､そ
の結果かえって知識の拘束を受けることになる｡
今迄の学習の考え方は､特殊な知識を集めれば普
遍が生まれてくるという考え方であった。しか
し知識の学習ばかりでは系は硬直し､自由度（ゆ
－23－
経営・情報研究No. 2（1998）
らぎ）を失ってしまう。そこで学習による拘束
からの解放､脱学習が必要となるのである｡
　この脱学習の必要性は､加護野らによっても
｢学習棄却｣として指摘されているが､25)  現実的に
は､センゲがいう｢メンタル･モデルの克服｣が重
要である｡26)  すなわち知識の蓄積が心の奥底で深
く秘められた固定化したイメージとなり､個のメ
ンタル･モデルが実現との間で食い違いを起こし
て､実行の階段に進めないか誤った行動をとらせ
るのである｡
　組織学習がゆらぎを生むためには､学習に拘束
されない学習が必要である。そこで学習とゆら
ぎの関係をより詳細に検討してみよう｡
　図３に示したように、組織体はまず仮説とし
て､この形態が1番よいのではないかという初期
設定を行う。そしてその初期設定された仮説に
添って活動していくうちに、その都合の良さ悪
さを経験し､そこから得られた知識を学習する｡
その結果その都合の悪さを消去するために､第1
回の修正を行う｡そして再び修正された形態に
添って活動し､経験し､再び都合の良さ悪さを学
習して第２回目の修正を行う｡このように仮説→
第１回修正→第２回修正→…という試行錯誤の
連鎖がゆらぎを引き起こしていく｡
図３　学習とゆらぎ （1）
　しかし同時にこの連鎖が進むにつれて､経験か
ら得る特殊な知識が蓄積されていく｡この特殊な
知識の蓄積は最適な組織体を生む普遍的な知識
になるのかといえば、決してそうではなく、む
しろ新組織創造の束縛となる型にはまった思考
をするようになるのである。従って思考の束縛
を解き放つには､経験の蓄積からできる蓄積知識
の棄却が必要となる。すなわち｢脱学習｣をしな
ければならない。27)
　この脱学習を行わせるのは経営環境と組織と
のズレの認識であり、環境から組織体へのプ
レッシャーである。例えば顧客の苦情であった
り､競合企業の納期の短縮のようなものである｡
　このように｢環境圧力｣が蓄積知識を棄却させ､
ひいては創造の拘束条件を解除する（図４）。
図４　学習とゆらぎ （2）
　すなわち創造の拘束条件を解除し､組織体に常
にゆらぎが生じて新組織の自己組織化が起こる
ためには､触媒作用の存在に加えて､３つの基本
条件が必要である。
　第１には､組織体が外界に対して開かれている
こと､すなわち組織体が｢開放系｣であることであ
る｡
　第２には､組織体が接している外界の系が複数
あり（例えば自然や社会環境､顧客や金融､労働､
原材料等の市場）、かつ変化しているために､外
界との間に常に経営資源（情報を含む）や廃棄
　　   修正� 学習�
経験�
知識�
蓄積�
棄却�
環境圧力�
ゆらぎ�
実際に行ってみてこれが�
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（２）�
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物（陳腐化した知識を含む）の流れがある､｢非
平衡系｣であることである。28)
　そして第３には、確認になるが、組織体の構
成員がランダムに行動しているのではなく、相
互作用を行っている「非線形系」であることで
ある。29)
　経営組織体がこうした条件を満足させており､
学習に基づく新秩序創造の拘束条件が解き放た
れ､ゆらぎが生じれば､それは自己組織系である｡
　ただしプリゴジンは､開放系､非平衡系､非線形
系という条件は､系が自己組織系であるための必
要条件にすぎないことを指摘する｡30)  系が現実的
に自己組織化を起こすためには､触媒作用という
メカニズムが内在していることが必要なのであ
る｡
　これが経営組織体に対して意味することは重
要である。理論的にはすべての経営組織はこの
必要条件を満たしている。しかし何故多くの企
業が､“大企業病”を起こし、組織が硬直化し、組
織進化が進まないのであろうか。それは触媒作
用が起こらないからである。それは権威による
管理主義、社員の不活性､イノベーターの不在を
意味する｡
おわりに－組織の自己組織化の先に見えるも
の：「キャタライジング・オーガニゼーション」
　自己組織化という概念は､通常合目的的ではな
い。すなわちそのプロセスは、何かを目指して
進行するものではない。しかし今迄の考察から、
組織進化の自己組織的視点は､近未来における組
織の形態について、ある輪郭を示唆してくれる｡
　それはコントロール･センターのない､暫定的
な知的創造組織であり、構成員の自発的参加に
よって構成され､彼等の出入りも自由であり、各
員の自発的発想と各員間の相互作用によって、
創発（emergence）が起こるダイナミックな組織
である。これは前述の｢関係性  （3）」であり、｢リ
ゾーム型ネットワーク｣とでも呼べる組織の様相
である｡
　「リゾーム（rhizome＝根茎）」とは、現代思想
家ドゥルーズとガタリが、近代の思想や会社組
織の背後にあってこれらを規定している「樹木
（tree）」を批判し提唱した、「どんな１点も他の
どんな1点とでも接合されうる」ものであり、同
時に「任意の１点で切れたり折れたりしてもか
まわない」網状組織である。31)
　企業組織全体はこうしたリゾーム型サブ組織
の集合体になると考えられる。サブ組織は企業
の外部の構成員を含むこともあり､そしてサブ組
織間では､プリゴジンの言う｢相互触媒作用｣が働
くこともある｡
　さらにこれは｢個人と組織の関係性｣という基
本問題の､１つの次代的解決案でもある。すなわ
ち個は創造プロセスに自発的に参画することに
よって､自己を実現する｡そしてサブ組織はある
成果を創発する｡
　すると問題は､全体組織はどのようにして全体
目的を実現するかである｡
　それには２つの解決法がある｡
　１つは全体組織（トップ）がゆるやかな方向
性を提示し､各サブ組織が､その方向性に合わせ
て創発する方法である｡
　もう１つは､全体組織が各サブ組織の方向性を
編集する方法である｡
　理論的には､後者が最も個を満足させるが､全
体組織（例えばトップ）の仕事は極めて難しい｡
前者は個の満足度が相対的にそがれる。つまり
論理的には､これらは二律背反である｡
　この矛盾を超越する方法は､個人の全体組織
（企業）への出入りを自由にするか､全社組織的
触媒作用を活発にすることであろう｡
　この両者とも､現実的な対応は可能である｡
　前者は個人と企業の雇用関係契約の問題である｡
　後者への対応の1例は、全組織の方向性設定過
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程にも個人が参加することである。それにより
個人は全体的方向性とサブ組織の成果との整合
性について、納得する機会を得るからである｡
　これを自己組織的に考えれば､個人がサブ組織
に自己組織化し､サブ組織が全体組織に自己組織
化するプロセスと理解され､そのプロセスにおい
ては､自己触媒･相互触媒の両触媒作用が重要な
役割を演じるものである｡
　こうした組織こそ、まさに「キャタライジン
グ・オーガニゼーション（触媒作用によって成
立する動的組織）」と呼ぶにふさわしい、知的創
造組織であろう。そしてトップ層を含むリー
ダーは、キャタライザ （ー触媒作用を起こす人）
となって、キャタライジング・マネジメント（触
媒作用を触発するマネジメント）を行うのであ
る。
　キャタライジング・オーガニゼイションの出
現は、すでに予兆がある。先述した富士写真フィ
ルムや前川製作所の例は、企業内が一部にしろ、
そうした様態に進化しつつあるとみられるし、
国際的コンサルティング会社やミスミは大々的
に、その方向に向かっているのである。32)
［注記］
１）ちなみにこの方法論は､日本のビジネス界にあった
“彼我比較”という方法論が米国において80年代に
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２）それらの企業は､ソニー､本田技研工業､武田薬品工
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月19日）。
16）ソニーとのインタビューによる（1997年６月24日）。
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19）今井賢一、金子郁容『ネットワーク組織論』岩波書
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21）Prigogine, I. & Stengers, I.  Order Out of Chaos. Bantam
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ない系の概念として命名され､２つ以上の外界系と
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29）正確に言えば非線形系とは､系の内部状態を表す方
程式が非線形になる系である｡
30）前掲『混沌からの秩序 』205頁。ただし｢非線形｣と
いう条件は､結果から原因へのフィードバック・
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31）Deleuze, G. & Guttari, F.  Mille Plateaux, Les Editions
de Minuit, 1980.（宇野邦－他訳『千のプラトー』河
出書房新社、1994）.　序章
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